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論 文 内 容 要 旨
1.問 題 の所在 と課題
本論文 は現在 のモ ンゴル 国 ウラ ンバー トル市の前身であ り,清 代ハルハ ・モ ンゴル最大 の都市 であったフ
レー を研 究対象 とす るものである。 フ レーの起源 は初代 ジ ェブ ツンダンバ ・ホ トク トの宮殿(ウ ル グー)に
遡 るとされてお り,18世紀 には移動仏教寺院 として頻繁 に移動 を繰返 していた。 ただ し本論では,こ のフ レ
ー と,長 距離交易 の拠点 であ り商民居住 区であった買売城,清 朝の対モ ンゴル統治の行政官で ある庫倫辧事
大臣 を都 市の一機 能 と考 え,そ の総体 を 「都市 フレー」 と捉 える。
都 市史研 究 におい て,都 市 を取 り巻 く様 々な社会環境,時 代性 を看過す ることは出来ない。都 市 フ レーの
場合,清 朝統治下のモ ンゴルの都市 である以上,清 朝 の対モ ン ゴル統治政策 の根 幹であ る 「封禁政策 」は 当
然考慮 され なければな らない。 しか し,従 来のフ レー史研究 は発展史観 に基づ くものが中心であ り,「フ レー
の定着化」 に焦点が当て られ る一方,必 ず しもこの点 につい て十分 な考慮 はな され てはこなかった。
清朝 のモン ゴルに対す る封禁政 策 に関す る一般的な理解 とは 「モ ン ゴル と内地(民 人)を 切 り離す こ と」
と考 え られ よ う。 しか し清朝は蒙民間の交易 を認 可 してお り,ま た活動 を認 めた以 上は商民の権益 をも無視
できなか った。即 ち,封 禁政策 とは元 よ り矛盾 を包含 す る政策 であった。都市 フ レー では,清 朝 の蒙民分離
統治の原則 に沿 って,モ ン ゴル人僧侶 と商民はその居住 地区 も含 めて,各 々異な る統属機 関に属 して いた。
しか し封禁政策 が持つ矛盾 の影響 は,こ の よ うな都 市内部 の統属関係,更 には都 市 の存立基盤で ある後背地
な ど,都 市 フ レー の様 々な面に及んでいた。
そ こで本論で は,フ レー がセルベ河畔(現 在 の ウランバ ー トル市中心部)に 移動 し,そ の後定着 した乾隆
43(1778)年か ら,最 後 の移動が行 われ た咸豊5(1855)年を主な研 究対象期 間 と した。 その上で,従 来の
フ レー史研 究で は明 らかに されて こなかった①定着化 に より都 市 フレーに起 こった経済環 境上の変化,と 上
述の②矛盾 を内包す る清 朝の封禁政策 の都 市フ レー に対す る影響,の 二つ を研究課題 とした。
また これ らを考 えるために,セ ルベ河岸 定着以降 のフ レー で起 こった蒙民混住問題(都 市形成 問題),都 市
フレー とその穀 物供給地の一つで あったモ ンゴル の地方 に点在 した農耕地 の問題(都 市の後背地 問題)の 二
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っを研究軸 と設定 した。
以上を通 じて,清朝の封禁政策下における都市フレーが有した性格を明らかにすることを研究目的とした。
利用する資料には,『大清実録』などの漢語資料の他,モ ンゴル国立民族中央公文書館所蔵の資料を広く利
用 した。特に 「庫倫辧事大事衙門」フォン ド,「17～20世紀に関連す る漢語史料」フォン ド所蔵資料は,フ レ
ー史の実証的研究には不可欠の資料群であるが,これ らを積極的に用いた先行研究は皆無である。
なお,本論の構成は以下の通りである。
は じめに一問題の所在 と課題 一
第1章19世 紀の都 市フ レーの商民に関す る史料 とダム ノール チン地 区
第2章 フ レーにお ける聖俗混住 と行政側の対応 一乾隆後期か ら道光 中期 を例 に一
第3章 封禁政策下のハルハ ・モ ンゴルにおけ る民人居住地 と旗 の関係 について 一フ レーの買売城 を例 に一
第4章 道光22(1842)年の旧フ レー地 区居住 の民人 に対す る清朝 当局 の政策転換
第5章 セルベ 河畔への フレー再移 動問題 とダム ノール チ ン地区の形成
第6章 道 光期 ハルハ北 部地域 への民人入植 問題 一道 光13～15年の食 料価格 高騰 をめ ぐって一
おわ りに 一ま とめ と展 望一
皿.各章の概要
第1章 ではモンゴル国立民族中央公文書館所蔵のダムノールチン地区(旧 フレー地区含む)調 査関連史料
を利用 して,道光21年から光緒12年までの45年間を対象に,商舗数や家屋数などの変遷を通 じて,この地
区の有 した特徴を検討 した。蒙民分離統治下の都市フレーにおいては,住 民の居住空間も分離統治の対象と
なっていたが,ダ ムノールチン地区(旧 フレー地区)に は,庫倫辧事大臣衙門,エルデニ ・シャンゾドバ衙
門,庫 倫管理商民事務章京処の三つの衙門が関与 してお り,従来の空間に対する蒙民分離統治の原則 とは異
質な側面を有していた。またフレーの移動や回民蜂起など商業活動を不安定化 させる要因があったにもかか
わらず,こ の地区では家屋や商民数は増加傾向にあった。更に咸豊期以降,特に同治・光緒年間に,北京商人
が一定の勢力を持っようになったことも大きな特徴の一っであった。 山西商人に比 して資本力の劣る彼 らが
勢力を獲得できた前提には,ダ ムノールチン地区が比較的小資本の商舗でも経営を計算できるだけの規模の
市場を有 していたことにあった。 このことは,買 売城が十分には果たせなかった,フ レーの僧侶 らを中心と
した都市住民への商品供給地 としての機能を,ダ ムノールチン地区が有 していたことを意味 した。
第2章 では乾隆後期から道光中期にかけてのフレーにおける蒙民混住問題の深化の経緯 と問題解決のプロ
セスの考察を通じて,エルデニ・シャンゾ ドバ,商 民,庫倫辧事大臣の三者の混住問題に対する姿勢の違いを
明 らかにした。商民らが,混 住問題の引き金になっていた僧侶の負債返済問題 と自らのフレー内での権益を
不可分としたのに対 し,エルデニ・シャンゾ ドバは負債問題や商民らの権益に関わ らず,蒙民混住に反対 した。
一方,都市フレーを管轄する庫倫辧事大臣は,蒙 民分離統治を実行する立場からあくまで蒙民混住には反対
したが,蒙 民交渉案件の仲裁者として商民らのフレーでの権益も無視できなかったため,問題解決に対する
その指示は矛盾を含むものとならざるを得なかった。このように混住問題に対 して,関係する三者が異なる
姿勢をとる限り問題は解決 されず,最終的には道光19年にフレーが トー ラ河北岸へ移動することで,よ うや
く一応の解決がはか られた。
第3章 では封禁政策下のハルハ ・モンゴルにおける民人居住地 と旗の関係を考察 した。嘉慶20年に庫倫辧
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事大臣ユンデン ドルジらの奏案に沿って,フ レーとキャフタの買売城の商民か ら毎年地租を徴収 し,庫倫辧
事大臣衙門の公費 とすることが決定 されたが,フ レーの買売城が位置する トシェー ト・ハ ン部中旗には,徴
収 した地租は分与されなかった。一方,道 光15年にフレーの買売城周辺に菜園を開いた民人の地租滞納 を,
トシェー ト・ハン部中旗旗長デ レグ ドルジが訴えた問題では,デ レグ ドルジの主張の通 り,この農民 らから
の地租徴収が認 められた。清代のハルハ ・モンゴルにおいて民人の利用する空間に対するモンゴル旗側の関
与の可否は,民 人の利用する地が特定の目的の為に設けられた 「官地」であるか否かが問題であった。軍営
であったウリヤスタイ,商 民居住地区であり交易地でもあったフレーやキャフタの買売城などは 「官地」で
あったため,そ の空間利用に関 してモンゴル旗側が介入する余地はなかった。 しか し,軍営維持の為の屯田
とは別に,モンゴル旗内に民人が開いた耕作地については,特定の目的で設けた 「官地」ではなかったため,
旗側が租の徴収を主張することが可能であった。
第4章 では道光22年の旧フレー地区居住の商民に対する政策の転換を考察 した。フレーの移動により混住
問題が一応の解決を見た後 も,商民らは旧フレー地区に依然 として居住 したため,そ の管轄問題が取 り立た
された。庫倫辧事大臣デ レグ ドルジは,蒙 民分離統治の原則を唱える一方で,エ ルデニ ・シャンゾ ドバや理
藩院章京 らの意向に沿って,同 地区の商民居住を条件付きで認めた。 しか し,新たな貸付の禁止などを指示
したデ レグ ドルジの政策に商民 らは激 しく抵抗 したため,デ レグ ドルジは問題解決の職を解かれ,欽 差定辺
左副将軍奕湘がフレーに派遣され問題解決にあたった。奕湘は旧フレー地区での商民居住を認めたが,そ の
条件 として彼 らからの地租徴収を定めた。そこで地租徴収を可能にするために,エ ルデニ ・シャンゾ ドバ衙
門,ト シェー ト・ハ ン部中旗双方から誓約書を提出 させ,旧 フレー地区に対す る管轄権を放棄させた。モン
ゴル側が行政的に関与する余地はなくなったことにより,旧 フレー地区は買売城などの 「官地」に近い性格
を有するようになったが,一方で,徴 収された地租が,土 地の管轄権を放棄 したはずのフ レー側にも分配 さ
れた点で 「官地」 とはやはり異なっていた。またこの地区に居住する商民はその後 も理藩院章京が管轄 した
ため,住 民の統属関係においては,属 人主義に基づ く蒙民分離統治が依然として機能 していたが,こ の地区
の巡察稽査には理藩院章京だけでなく,エルデニ ・シャンゾ ドバも関与 したため,土地空間の統属関係は属
地主義的な性格 をも有 していた。 このように,旧 フレー地区における商民居住の認可は,都市フレー内に,
従来の蒙民分離統治の原則からは外れた異質な空間が誕生 したことを意味 した。
第5章 ではジェブツンダンバ ・ホ トク トの相次 ぐ入寂に端を発 した咸豊5年 のフレーのセルベ河畔への再
移動問題について,再 移動問題 を巡るフレー側,商 民,庫 倫辧事大臣の三者の対応 と,問題解決までのプロ
セスを考察 した。僧侶 と商民らの居住地区が接近することは,両者の商取引面では利便性が高くなるため,
この点では両者の利害は一致 していた。しかし,混住問題に対す る思惑 と主張は,道光19年以前同様,依 然
として異なっていたため,両者間の折衝だけでは問題解決は図られなかった。最終的には庫倫辧事大臣が介
入 し,あ くまで蒙民分離統治 とい う原則 を守 りつつも,実情に沿う形で問題の解決に当たった。その結果,
フレーの東西に隣接する形で新たな商業地区ダムノールチン地区が形成されたが,こ れは蒙民混住問題解決
のための三者の妥協の産物 と言えた。換言すれば,こ の地区は,蒙民混住と都市フレーにおける蒙民分離統
治 とい う,相反する条件を満たすために形成されたものであ り,それは 「都市フレー」における蒙民の密接
な結びつきと清朝の統治下における両者のあり方を如実に反映するものであった。
第6章 では都市フレーとその存立基盤 となる農耕地との関係を取 り上げた。清朝の封禁政策下で,都市フ
レーがモンゴルの牧地で農耕を営む民人 らに穀物供給を依存す ることは,潜 在的に不安定な要素を抱えるこ
とを意味した。そこで道光13～15年の穀物価格の騰貴に際 し,庫倫辧事大臣は放棄 された旧開墾地への民人
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入植によって,都市フレーの後背地の安定化を図 り,穀物供給の安定化を図ろうとした。 この計画案は封禁
政策の実施 と,封禁政策がもたらす現実問題の解決 という相反する条件の間で,庫倫辧事大臣が後者を重視
してもの と言えたが,道 光帝は封禁政策を理由にこれを許さず,そ れ故,都 市フレーの後背地が有 した不安
定要素は以前解消 されないまま残った。このように都市フレーの穀物供給基地であったイベンなどの農耕地
には,清 朝の封禁政策がもた らす様々な矛盾が集積 してお り,それゆえ常に問題を抱えていたのである。
皿.ま とめ
最後に本研究で得 られた知見から,は じめに設定 した二つの課題について検討 した。
①フレーの定着化によ り都市フレーに起 こった経済環境上の変化
乾隆43年以降のフレーのセルベ河岸への定着は,僧侶らが居住利用する土地空間において大きな価値の転
換を引き起こしていた。 フレーが移動を繰返 している時期においては,彼 らの家屋や柵な どは動産的性格を
有 していたと考えられるが,定 着化が進むに連れて,それ らは次第に不動産的性格を帯びるようになってい
った。僧侶らの有 した家屋や柵の不動産化 とい う価値の転換は,フ レー内で蒙民混住が進んだ要因の一つで
あるだけでなく,ダムノールチン地区形成の前提条件でもあった。
②矛盾を内包する清朝の封禁政策が都市フレーに与えた影響
庫倫辧事大臣が有 した都市フ レーにおける蒙民分離統治の管轄者 と,蒙民交渉案件の仲裁者 とい う二つの
立場 とは,清朝の封禁政策が包含 した矛盾そのものであった。よってフレーの蒙民混住問題のように,一方
の立場からだけでは処理 しきれない問題が発生 した場合,庫 倫辧事大臣の下す判断は自ずと矛盾を含むもの
とならざるを得なかった。それでも庫倫辧事大臣はこの二つの立場を維持 しつつ,問題に現実的に対処せね
ばならず,そ の結果 として誕生 したものがダムノールチン地区であった。住民の統属関係には分離統治の原
則が貫徹 していた一方で,空 間の統属関係には属地的主義な面をもったこの地区は,封禁政策の矛盾によっ
て形成 された地区であり,蒙民分離統治上の 「阻害因子」 と言えた。
「都市内市場」という性格を有したダムノールチン地区は,清朝崩壊後,買売城が衰退 したの と対照的に,
国民国家経済の中心地へ と変貌を遂げた首都 ウランバー トルの商業機能を担 う地区として,重 要な位置を占
めるようになっていった。 よって,ダ ムノールチン地区の誕生は,単 に清朝期の都市フレー内部に新たな商
業地区が形成されたことだけを意味するに止まらず,ウランバー トル史上においても重要な転換点であった。
また封禁政策の持っ矛盾は,都 市フレー とその存立基盤 となる農耕地との関係,都 市フレーへの穀物供給
にも影響を及ぼ していた。庫倫辧事大臣は蒙民混住問題同様に,封 禁政策の実行 と問題処理の問で,現実的
な対応 を迫 られていた。庫倫辧事大臣 ドルジラブダンの民人入植案は,「封禁政策の持つ矛盾」を,「封禁政
策に対す る矛盾」で解決す るものと言えたが,道 光帝はこれを封禁政策を理由に却下 した。
以上のことから,清朝の封禁政策下のハルハ・モンゴルにおける都市フレー とは,封 禁政策が持つ矛盾が
様々な場面で噴出す る場であると言えた。 しか しその現れ方は一様ではなく,蒙民混住問題 とダムノールチ
ン地区形成では,矛盾は解消されなかったものの,一 定の秩序を得ていた。 しかし,フ レーの後背地問題で
は,矛盾がさらに矛盾をよんでお り,問題の解決は一向に図れなかった。
最後に本論で取 り上げた封禁政策の矛盾によって引き起こされる問題,関 係者の問題解決への姿勢,解 決
プ ロセスを見た場合,従 来のような封禁政策の理解では説明がつかない点が多いことに気づ く。従来の研究
では,こ のような事象は 「封禁政策の破綻」 として説明されてきた。 しか し民人入植問題 を道光帝は封禁政
策をもって否定 してお り,少なくとも道光中期までは明らかに封禁政策は実効性を有 していた。な らば,む
しろ問題 とされるべきは 「封禁政策の破綻」ではなく,従来の封禁政策に対する理解ではなかろうか。
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論文審査結果の要旨
本研究は、外モンゴルの都市フレー(現 ウラーンバー トル)の形成過程を、清朝統治下の時代性の中に位置づけ
っっ、当該時期の満文 ・蒙文 ・漢 文文書史料により実証的に解明したものである。筆者はモンゴルの都市を遊牧社
会の特徴に引きつけて 「遊牧都市」と規定する先行研究に対 し、人口が集中し、様々な社会的機能が集積する都市
本来の定義に即 して考察 した。フレーは18世紀末に現在の場所に定着 した外モンゴルの活仏ジェブツンダムバ ・
ホ トク トの移動僧院 同寺院近傍に置かれた漢人商人の商麹処点買売城、清朝駐防官庫倫辧事大臣や理藩院章京衙
門の宗教 ・経済 ・政治の三者からなるが、筆者はこれを都市フレーの三機能として統合的に把握 した上で、清朝の
封禁政策の制約下で、19世紀に新たに出現 した漢人商人居住区ダムノールチン地区に着目する。
筆者は、第一章 「19世紀の都市フレーの商民に関する史料 とダムノールチン地区」において満 ・漢文档冊からダ
ムノールチン所在の漢人商人数 ・商舗数の変動状況からそれが動乱にも拘わらず成長 し続けたことなどを論 じた。
第二章 「フレーにおける聖俗混住と行政側の対応」では、モンゴル人の漢人商人に対する負債問題とこれによる蒙
漢の混住問題への寺院 ・商人 ・大臣の関心 ・姿勢の違いを指摘 した。第三章 「封禁政策下のハルハ ・モンゴルにお
ける民人居住地と旗 との関係について」では、フレー が所在 した トシェー ト・ハン部中旗と買売城との収租問題を
検討、買売城の地租を庫倫辧事大臣が、買売城外の菜園の地租は中旗が徴収したことを解明 した。第四章 「道光22
年の旧フレー 地区居住の民人に対する清朝の政策転換」では、フレー 辧事大臣の混住解消策に対する漢人の抵抗の
経緯を解明、第五章 「セルベ河畔へのフレー 再移動問題 とダムノールチン地区の形成」では道光19年に トー ラ川
北岸に移動したフレーが再びセル 樽可畔 に戻った経緯と、この間にフレーの跡地に居住 した漢入の居住空間補償と
してダムノールチンが設置された経緯を論 じた。第六章 「道光期ハルハ北部地域への民人入植問題」では、ハルハ
北部の漢人開墾地がフレーへの穀物 ・食糧供給を行 う都市後背地として機能していたことを明らかにした。
本研究は、自ら発掘 した一次史料である満 ・蒙 ・漢文文書史料により、フレーにおける漢人居住区の拡大、モン
ゴル側と商人の対立とこれを調整する大臣の機能、後背地の存在様態などを初めて実証的に解明した。本研究は清
代モンゴルの都市に関わる従来の理解を大きく進展させるものであり、その価値は極めて高いと言える。
よって,本論文は博士(学術)の学位論文として合格と認める。
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